
◎建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正

する法律 
（平成一八年六月二一日法律第九二号）   

一、提案理由（平成一八年五月一〇日・衆議院国土交通委員会） 

○北側国務大臣 ただいま議題となりました建築物の安全性の確保を図るための建築基

準法等の一部を改正する法律案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 今回の構造計算書偽装の問題は、多数のマンション等の耐震性に大きな問題を発生さ

せ、多くの住民の安全と居住の安定に大きな支障を与えただけでなく、国民の間に建築

物の安全性に対する不安と建築界への不信を広げております。 

 また、今般の問題では、構造計算書の偽装を、元請設計者、指定確認検査機関、建築

主事、いずれもが見抜けなかったことから、建築確認検査制度等への国民の信頼も大き

く失墜しております。 

 かかる問題の再発を防止し、法令遵守を徹底することにより、建築物の安全性の確保

を図り、一日も早く国民が安心して住宅の取得や建築物の利用ができるよう、早急に制

度の見直しを行う必要があります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、建築確認検査の厳格化を図るため、一定規模の建築物について第三者機関に

よる構造計算適合性判定を義務づけるとともに、三階以上の共同住宅について中間検査

を義務づけること等としております。 

 第二に、指定確認検査機関の業務の適正化を図るため、その指定要件を強化するとと

もに、特定行政庁が立入検査を行えるようにするなど、指定確認検査機関に対する監督

を強化することとしております。 

 第三に、建築士等の業務の適正化を図るため、建築士に対して構造安全性の証明を義

務づけること等とするほか、構造規定違反等の重大な違反について最高で三年以下の懲

役または三百万円以下の罰金を科すなど、建築士等に対する罰則を大幅に強化すること

としております。 

 第四に、建築士、指定確認検査機関等の情報開示を徹底するため、処分を受けた建築

士の氏名の公表や、指定確認検査機関の業務、財務の状況に関する書類の閲覧等の措置

を講ずることとしております。 

 第五に、住宅の売り主などによる瑕疵担保責任の履行に関する情報開示を徹底するた

め、宅地建物取引業者に対し、契約締結前に保険加入の有無などについて相手方への説

明を義務づけることとしております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由でございます。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願いいたします。 



二、衆議院国土交通委員長報告（平成一八年五月二五日） 

○林幹雄君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、内閣提出の建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する

法律案について申し上げます。 

 本案は、建築物の安全性の確保を図るため、都道府県知事による構造計算適合性判定

の実施、指定確認検査機関の欠格事由の拡充、違反建築物の設計者等に対する罰則の強

化、建築士が構造計算によって建築物の安全性を確かめた場合における証明書の交付等

の措置を講じようとするものであります。 

 両法律案につきましては、去る四月二十八日の本会議において趣旨説明及び質疑が行

われた後、本委員会に付託され、五月十日北側国土交通大臣及び提出者長妻昭君からそ

れぞれ提案理由の説明を聴取し、十二日に質疑に入り、十六日参考人からの意見聴取を

行い、二十四日質疑を終了いたしました。質疑終了後、両法律案を一括して討論を行い、

採決いたしました結果、長妻昭君外四名提出の法律案は賛成少数をもって否決され、内

閣提出の法律案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であり

ます。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院国土交通委員長報告（平成一八年六月一四日） 

○羽田雄一郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、建築物の安全性の確保を図るため、都道府県知事による構造計算適合性

判定の実施、指定確認検査機関の欠格事由の拡充、構造耐力に関する建築基準法に違反

する建築物の設計者等への罰則の強化、建築士が構造計算によって安全性を確かめた場

合の証明書の交付等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、本改正案による偽装再

発防止効果、指定機関の公正・中立性の確保と特定行政庁の審査能力の向上、建築確認

検査の民間開放の是非と国の責任、建築士制度見直しを含む今後の課題等について質疑

が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会を代表して加藤委員から、

日本共産党を代表して小林委員から、本法律案にそれぞれ反対する旨の意見が述べられ

ました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（平成一八年六月一三日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すべきである。 

一、建築確認検査業務の適正な執行を確保するため、指定確認検査機関に対する指導監

督を強化するとともに、特定行政庁において、必要な人材の確保や職員の能力向上等

建築行政体制の充実整備が図られるよう、関係省庁の連携のもと、その環境整備に努

めること。 

二、今回の問題において多数の構造計算書の偽装が見過ごされた事実を真摯に反省し、

国民の住宅・建築物に対する不安の解消を図るため、居住者の求めに応じ速やかに設

計図書の再点検等が可能となるよう措置すること。 

三、建築物の安全性が確実に確保されるよう、特定行政庁・建築主事、指定確認検査機

関の機能的役割分担とともに、建築士、建築主、施工業者、住宅性能評価機関、金融

機関、保険会社等関係者間による連携・相互チェック体制の構築に努めること。 

四、建築士及び建築士事務所制度の見直しについては、これらをめぐる近年の技術的及

び社会経済的な環境の変化等を踏まえて、その業務の適確な遂行と社会的責務の達成

を確保する観点から検討を進めること。 

五、建築物に係る瑕疵担保責任の実効性を確保するための保険制度等の整備については、

被害者の迅速かつ確実な救済が図られるとともに、保険制度等を通じて、不良建築物

や不良業者の排除が有効になされるよう検討を進めること。 

  右決議する。 


